
【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1101
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

使用済物品等又は副産物を再生資源として
利用してアルコールを製造する場合、アル
コール事業法に基づく販売及び使用の許可
を不要とし、流通管理（帳簿記帳・定期報告
等）を行わないことを容認

特例措置を講じる
に当たっての条件

当該アルコールが酒類の原料として不正に
使用されるおそれがないものとして製造され
ること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 再生資源を利用したアルコール製造事業

措置区分 法律
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

アルコール事業法第９条、第１０条、第２１条
～第３０条、第３７条～第３９条

特例を講ずべき法
令等の現行規定

アルコールの販売、使用をする者は、アル
コール事業法に基づく許可を受ける必要が
ある。また、許可を受けた者（製造を含む）
は、アルコール事業法に基づく帳簿記載、定
期報告を行う必要がある。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 地方公共団体が設定する構造改革特別区域又
はその周辺の地域における地域産業に係る使用
済物品等（資源の有効な利用の促進に関する法
律（平成３年法律第４８号）第２条第１項に規定す
る使用済物品等をいう。）又は副産物（同法第２
条第２項に規定する副産物をいう。）であって主と
してこれらの地域において回収されるものとして
当該地方公共団体の長が指定したものについ
て、これを再生資源（同法第２条第４条に規定す
る再生資源をいう。）として利用して、当該構造改
革特別区域において製造事業者（アルコール事
業法（平成１２年法律第３６号）第３条第１項の許
可を受けた者をいう。）が製造するアルコール（同
法第２条第１項に規定するアルコールをいい、酒
類の原料として不正に使用されるおそれのないも
のとして経済産業省令で定める要件に適合する
と経済産業大臣が認めるものに限る。）について
は、当該地方公共団体が内閣総理大臣の認定を
申請し、その認定を受けたときは、当該認定の日
以後は、アルコール事業法第９条、第１０条、第２
章第三節及び第４節（第２１条～第３０条）並びに
第３５条から第３７条までの規定は適用しないこと
とする。
なお、酒類の原料として不正に使用されるおそれ
のないものとして、経済産業省令で定める要件に
適合すると経済産業大臣が認めるものとは、アル
コールの製造工程において、経済産業省令で定
める化学物質（例えばメタノール）が、同省令で定
める数量以上混和されたアルコールが、酒類の
原料として不正に使用されるおそれのないアル
コールの製造設備により製造されると経済産業
大臣が認めるアルコールをいう。

→「経済産業大臣が認める」とは、どの時点
でどのようにして行うのか。

→「経済産業省令で定める化学物質」、「同
省令で定める数量」については、基本方針策
定前、できるだけ早い時期に明示できるよう
引き続き検討されたい。

→「経済産業大臣が認める」とは、地方
公共団体が特区計画の認定を申請する
時点に、併せて提出される混和装置の
配置図及び同装置の構造図により確認
を行う。

→「経済産業省令で定める化学物質」、
「同省令で定める数量」については現在
検討中であり、できるだけ早い時期に明
示できるようにする。

実施主体 アルコール製造事業者 (その他の内容の整理をまって調整)



【再検討要請への回答】

想定対象地域 構造改革特別区域又はその周辺の地域に
おける地域産業に係る使用済物品等又は副
産物が主としてこれらの地域において回収さ
れ、これを再生資源として利用して、当該構
造改革特別区域においてアルコール製造事
業を行う者がいる地域。

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）
特例措置に伴い
必要となる手続き

経済産業省令で定める化学物質を指定する
数量以上混和する装置が、アルコールの製
造設備に設置されていることを確認するた
め、経済産業省令で定める確認申請書に化
学物質の混和装置の配置図及び同装置の
構造図を添えて、経済産業大臣に提出する
ことが必要。

→貴省の回答のとおり、特例措置の内容に
記載すること。

→特例措置の内容に記載。



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1102
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

中心市街地の活性化のための大規模小売
店舗の新設及び変更の際の手続きの簡素
化

特例措置を講じる
に当たっての条件

都道府県等が、中心市街地の構造改革特区
に関する認定申請の事前手続として、あらか
じめ店舗の立地する市町村や住民等に対し
て構造改革特区計画案の内容を十分説明
し、意見を聴取すること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 中心市街地における商業の活性化事業
措置区分 法律、省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

大規模小売店舗立地法第５条第４項、第６
条第４項、第８条、第９条
大規模小売店舗立地法施行規則第４条第１
項第４号から第１２号

特例を講ずべき法
令等の現行規定

　大規模小売店舗立地法第５条第１項の規
定による届出に係る大規模小売店舗の新設
又は同法第６条第１項若しくは第２項の規定
による届出（同法附則第５条第４項の規定に
より同法第６条第２項の規定による届出とみ
なされる同法附則第５条第１項（同条第３項
において準用する場合を含む。）の規定によ
る届出を含む。）に係る同法第５条第１項各
号に掲げる事項の変更の実施制限、関係者
からの意見聴取、都道府県等意見の表明、
勧告・公表手続き及び上記届出への書類添
付。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 ・都道府県（地方自治法第２５２条の１９第１
項の指定都市を含む。以下同じ。）が、その
設定する構造改革特別区域が中心市街地
における市街地の整備改善及び商業等の活
性化の一体的推進に関する法律（平成１０年
法律第９２号）第７条第１項に規定する特定
中心市街地の区域のうち大規模小売店舗立
地法（平成１０年法律第９１号）第２条第２項
に規定する大規模小売店舗の迅速な立地を
促進することにより商業の活性化を図ること
が特に必要な区域であるものと認めて内閣
総理大臣の認定を申請し、その認定を受け
たときは、当該認定の日以後は、大規模小
売店舗立地法第５条第１項の規定による届
出に係る大規模小売店舗の新設又は同法
第６条第１項若しくは第２項の規定による届
出（同法附則第５条第４項の規定により同法
第６条第２項の規定による届出とみなされる
同法附則第５条第１項（同条第３項において
準用する場合を含む。）の規定による届出を
含む。）に係る同法第５条第１項各号に掲げ
る事項の変更については、同法第５条第４
項、第６条第４項、第８条及び第９条の規定
を、適用しないこととする。
　また、上記の届出には、施行規則第４条第
１項第４号から第１２号に掲げる書類の添付
を不要とする。
・市町村は、必要があると認めるときは、都
道府県に対し、構造改革特別区域に係る構
造改革特別区域計画の案の内容となるべき
事項を申し出ることができる。
・都道府県は、構造改革特別区域に係る構
造改革特別区域計画の案を作成しようとす
るときは、当該構造改革特別区域の存する
市町村と協議しなければならない。
・都道府県は、構造改革特別区域に係る構
造改革特別区域計画の案を作成するに際



【再検討要請への回答】

→「経済産業省令で定めるところ」とは具体
的には何か。網羅的に限定列挙すること。

実施主体 当該地域内において大規模小売店舗の新
設又は変更をしようとする者

(その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域 中心市街地における市街地の整備改善及び
商業等の活性化の一体的推進に関する法
律（平成１０年法律第９２号）第７条第１項に
規定する特定中心市街地の区域のうち大規
模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１
号）第２条第２項に規定する大規模小売店舗
の迅速な立地を促進することにより商業の
活性化を図ることが特に必要な区域

造改革特別区域計画の案を作成するに際
し、必要に応じ、居住者、事業者、商工会議
所又は商工会等の団体その他の者からの
意見聴取を行うものとする。例えば公聴会の
開催が考えられる。
・都道府県は、構造改革特別区域に係る構
造改革特別区域計画についての認定を申請
しようとするときは、あらかじめ、経済産業省
令で定めるところにより、当該構造改革特別
区域計画の案を公告し、当該公告の日から
二週間公衆の縦覧に供しなければならな
い。
・構造改革特別区域計画の案の公告があっ
たときは、居住者、事業者、商工会議所又は
商工会等の団体その他の者は、縦覧期間満
了の日までに、縦覧に供された構造改革特
別区域に係る構造改革特別区域計画の案
について、都道府県に意見を提出することが
できる。

→公告の方法を規定する。「都道府県の
公報その他の都道府県が適切と認める
方法」と同趣旨の内容を規定する予定。
類似例としては、大規模小売店舗立地
法施行規則第５条。したがって、特例措
置の内容の欄にその旨明記することとす
る。



【再検討要請への回答】

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）

・所定の手続きがとられていること。

特例措置に伴い
必要となる手続き



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1103
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

特定供給の活用による一般電気事業者及び
特定電気事業者以外の事業者が一定の範
囲内で自営線により電力供給できる事業範
囲の拡大

特例措置を講じる
に当たっての条件

特区内の供給者と需要家との関係におい
て、資本関係等にかかわらず、需要家保護
措置を要しない密接な関係が確保されるこ
と。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 電力の供給・需給者間における資本関係等
以外による特定供給事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

電気事業法施行規則第２１条

特例を講ずべき法
令等の現行規定

特定供給制度を活用して電気を供給する場
合には、両者に生産工程、資本関係、人的
関係等の密接な関係を要する。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 　構造改革特区内の供給者と需要家との関
係において、資本関係等に関わらず、需要
家保護措置を要しない密接な関係が確保さ
れる場合には、特定供給制度に基づく電力
供給を可能とする。例えば、以下の要件を特
区申請者が保証する場合等。
（１）供給者と需要家との間に、取引等を通じ
て実態として同一企業グループとみなしうる
関係を有し、その関係が今後も長期間にわ
たり継続することが見込まれることにより、両
者の間に密接な関係が認められること。
（２）供給者と需要家が共同して組合を設立
し、当該組合が発電設備の施設・保有・維持
管理する場合であって、その関係が今後も
長期間にわたり継続することが見込まれ、供
給者と需要家の間に密接な関係が認められ
ること。

→「資本関係等」については、貴省の回答の
とおり具体的に列挙されたい。

→「以下の要件を特区申請者が保証する場
合」とは、「地方公共団体が以下の要件に該
当するものと認めて、特区計画を申請し、認
定された場合」と同義と解してよろしいか。そ
うであれば、そのように記載されたい。

→貴見の通り修正

→特区申請者が申請を行う時点で、ど
のような事業者がどのような事業者に対
して電気を供給するのか全てを知ること
ができないことから、時期については特
定できないが、 「保証する場合」を「確認
した場合」に修正する。

実施主体 民間企業等 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 構造改革特区の全部又は一部
同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）
特例措置に伴い
必要となる手続き

特区申請者が特区内部で特定供給の特例
措置を活用しようとする供給者と需要家との
間に(1)、(2)該当する関係が存在することを
個別に確認し、密接な関係が確保されてい
る場合にはその旨を特例措置を受けようと
する者に通知。供給者は許可申請の際、当
該通知を経済産業大臣に提出。

→地方公共団体が供給者と需要家との間に
需要家保護措置を要しない密接な関係があ
ると認めて申請をする場合は、その内容につ
いて経済産業大臣は知り得る立場にあるこ
とから、このような通知や証明は必要ない。

→特区申請者が申請を行う時点で、ど
のような事業者がどのような事業者に対
して電気を供給するのか全てを知ること
ができないことから、本通知は必要であ
る。



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1104
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

家庭用燃料電池の自家用電気工作物から
一般用電気工作物への位置付けの変更

特例措置を講じる
に当たっての条件

例えば、燃料、機械、電気の専門家等が、運
転状況の監視や点検・メンテナンスを実施す
るとともに、機器異常時や災害等の非常時
の保安体制が整備されること及びこれらの
事項を明確にルール化しておくことなど、個
別の設備毎に、その技術的特性等に応じた
適切な代替措置が講じられること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 家庭用燃料電池等小型分散型電源の導入
事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

電気事業法第３８条第１項第３号に基づく経
済産業省令

特例を講ずべき法
令等の現行規定

法第３８条にて一般用電気工作物の定義が
規定されているが、燃料電池はその対象と
なっていない。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 次の条件を満たす燃料電池発電設備（ただし、非
常用予備電源を得る目的で施設するものを除
く。）を、一般用電気工作物に位置付ける。
(1)電気事業法施行規則第４８条第３項で定める
電圧以下の電気の発電用の電気工作物であっ
て、その発電に係る電気を電気事業法施行規則
第４８条第２項に定める電圧以下の電圧で他の
者がその構内において受電するための電線路以
外の電線路によりその構内以外の場所にある電
気工作物と電気的に接続されていないこと。
(2)固体高分子形であること。
(3)出力１０キロワット未満であること。ただし、同
一の構内（これに準ずる区域内を含む。）に設置
する施行規則第４８条第４項各号に定める設備と
電気的に接続され、それらの設備の出力の合計
が２０キロワット以上となるものを除く。
(4)地方公共団体により、『電気事業法の規定に
基づく主任技術者の資格等に関する省令（通商
産業省令第５２号）第１条の表中、上欄に掲げる
第三種電気主任技術者免状に応じて規定される
中欄に掲げる学歴又は資格及び下欄に掲げる実
務の経験』に相当する学歴又は資格及び実務の
経験を有する者が、工事、維持及び運用に関す
る保安の監督をなすことを確保すること。
(5)地方公共団体により、保安上必要な措置とし
て、電気事業法施行規則第５０条第１項第１号、
第３号、第４号、第６号及び第７号に示される事項
に相当する事項が明確に定められていること。

実施主体 当該小型分散型電源を設置する者 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 新エネ導入の促進の観点から、家庭用燃料

電池等小型分散型電源の導入を図ることが
特に必要である地域



【再検討要請への回答】

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）
特例措置に伴い
必要となる手続き

家庭用燃料電池発電設備を設置する者は、
当該設備に関し、出力、台数、燃料の種類、
制御方法に関する説明書など、『特例措置
の内容』を満足することを確認できるものを、
あらかじめ地方公共団体に届出する。地方
公共団体はその内容の妥当性を確認すると
ともに、届出内容を原子力安全・保安院に通
知する。これらの事項を変更しようとするとき
も、同様とする。

→地方公共団体が事後的な設備の運用に
ついて把握する必要があるのであり、特区
法第７条第２項もあることから、原子力安全・
保安院への通知を定める必要はない。

→構造改革特区推進室からの検討要請
を踏まえ、特区法第７条に基づき、地方
公共団体に対し、対象となる設備につい
て、出力、台数、燃料の種類、制御方法
に関する説明書など『特例措置の内容』
に合致していることの報告を求めることと
し、『届出内容を原子力安全・保安院に
通知』ではなく『経済産業大臣は必要に
応じて、その内容について、特区法第７
条に基づく報告を求める。』とする。



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1105
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

小出力発電設備となる出力範囲及び対象の
拡大

特例措置を講じる
に当たっての条件

例えば、燃料、機械、電気の専門家等が、運
転状況の監視や点検・メンテナンスを実施す
るとともに、機器異常時や災害等の非常時
の保安体制が整備されること及びこれらの
事項を明確にルール化しておくことなど、個
別の設備毎に、その技術的特性等に応じた
適切な代替措置が講じられること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 家庭用燃料電池等小型分散型電源の導入
事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

電気事業法第３８条第１項第３号に基づく経
済産業省令

特例を講ずべき法
令等の現行規定

法第３８条に規定される一般用電気工作物
の定義が定められているが、ガスタービンを
原動力とする火力発電設備（ガスタービン発
電設備）はその対象となっていない。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 次の条件を満たすガスタービン発電設備（ただし、非常
用予備電源を得る目的で施設するものを除く。）を、一
般用電気工作物に位置付ける。
(1)電気事業法施行規則第４８条第３項で定める電圧以
下の電気の発電用の電気工作物であって、その発電
に係る電気を電気事業法施行規則第４８条第２項に定
める電圧以下の電圧で他の者がその構内において受
電するための電線路以外の電線路によりその構内以
外の場所にある電気工作物と電気的に接続されてい
ないこと。
(2)出力３０キロワット未満であること。
(3) 高使用圧力が１，０００キロパスカル未満であるこ
と。
(4) 高使用温度が１，４００度未満であること。
(5)発電機と一体のものとして一の筐体に納められてい
ること。
(6)ガスタービンの損壊事故が発生した場合において
も、破片が当該設備の外部に飛散しない構造を有する
こと。
(7)同一の構内（これに準ずる区域内を含む。）に設置
する発電設備と電気的に接続されていないこと。
(8)公衆が容易に触れないための措置がなされている
こと。
(9)地方公共団体により、『電気事業法の規定に基づく
主任技術者の資格等に関する省令（通商産業省令第
５２号）第１条の表中、上欄に掲げる第三種電気主任
技術者免状に応じて規定される中欄に掲げる学歴又
は資格及び下欄に掲げる実務の経験』に相当する学
歴又は資格及び実務の経験を有する者が、工事、維
持及び運用に関する保安の監督をなすことを確保する
こと。
(10)地方公共団体により、保安上必要な措置として、電
気事業法施行規則第５０条第１項第１号、第３号、第４
号、第６号及び第７号に示される事項に相当する事項
が明確に定められていること。

実施主体 当該小型分散型電源を設置する者 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 新エネ導入の促進の観点から、家庭用燃料

電池等小型分散型電源の導入を図ることが
特に必要である地域



【再検討要請への回答】

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）
特例措置に伴い
必要となる手続き

ガスタービン発電設備を設置する者は、当該
設備に関し、出力、台数、燃料の種類、制御
方法に関する説明書など、『特例措置の内
容』を満足することを確認できるものを、あら
かじめ地方公共団体に届出する。地方公共
団体はその内容の妥当性を確認するととも
に、届出内容を原子力安全・保安院に通知
する。これらの事項を変更しようとするとき
も、同様とする。

→地方公共団体が事後的な設備の運用に
ついて把握する必要があるのであり、特区
法第７条第２項もあることから、原子力安全・
保安院への通知を定める必要はない。

→構造改革特区推進室からの検討要請
を踏まえ、特区法第７条に基づき、地方
公共団体に対し、対象となる設備につい
て、出力、台数、燃料の種類、制御方法
に関する説明書など『特例措置の内容』
に合致していることの報告を求めることと
し、『届出内容を原子力安全・保安院に
通知』ではなく『経済産業大臣は必要に
応じて、その内容について、特区法第７
条に基づく報告を求める。』とする。



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1106
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

運転停止時に燃料電池内の燃料ガスを排除
するための不活性ガス（窒素ガスボンベ）の
常備の不要化

特例措置を講じる
に当たっての条件

現在実施されている定置用燃料電池普及基
盤整備事業（ミレニアムプロジェクト）で収集
された技術データに基づく技術検討結果など
に応じ、例えば（水素ガスを含む）停止時の
残存燃料ガスによる爆発の防止や、停止時
の残存燃料ガスによる発電の継続の防止に
対する適切な代替措置が講じられること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 家庭用燃料電池等小型分散型電源の導入
事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

発電用火力設備に関する技術基準を定める
省令第３５条

特例を講ずべき法
令等の現行規定

不活性ガス等で燃料ガスを安全に置換でき
る構造であること。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 次の条件を満たす家庭用燃料電池発電設
備（ただし、非常用予備電源を得る目的で施
設するものを除く。）について、特例措置を認
める。
(1)固体高分子形であること。
(2)出力１０キロワット未満であること。
(3)燃料電池設備の燃料ガスを通ずる部分の
燃料ガスが排除される構造であること、又
は、例えば十分な強度を有する材料を使用
するなど、燃料電池設備の燃料ガスを通ず
る部分に密封された燃料ガスによる爆発に
耐えられる構造であること。
(4)地方公共団体により、保安上必要な措置
として、電気事業法施行規則第５０条第１項
第１号、第３号、第４号、第６号及び第７号に
示される事項に相当する事項が明確に定め
られていること。

実施主体 当該小型分散型電源を設置する者 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 新エネ導入の促進の観点から、家庭用燃料

電池等小型分散型電源の導入を図ることが
特に必要である地域

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）



【再検討要請への回答】

特例措置に伴い
必要となる手続き

家庭用燃料電池発電設備を設置する者は、
当該設備に関し、出力、台数、燃料の種類、
制御方法に関する説明書など、『特例措置
の内容』を満足することを確認できるものを、
あらかじめ地方公共団体に届出する。地方
公共団体はその内容の妥当性を確認すると
ともに、届出内容を原子力安全・保安院に通
知する。これらの事項を変更しようとするとき
も、同様とする。

→地方公共団体が事後的な設備の運用に
ついて把握する必要があるのであり、特区
法第７条第２項もあることから、原子力安全・
保安院への通知を定める必要はない。

→構造改革特区推進室からの検討要請
を踏まえ、特区法第７条に基づき、地方
公共団体に対し、対象となる設備につい
て、出力、台数、燃料の種類、制御方法
に関する説明書など『特例措置の内容』
に合致していることの報告を求めることと
し、『届出内容を原子力安全・保安院に
通知』ではなく『経済産業大臣は必要に
応じて、その内容について、特区法第７
条に基づく報告を求める。』とする。



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1107
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

ジメチルエーテル（以下「ＤＭＥ」という。）の
実験設備について、一定の条件下における
装置の改良又は改造に伴う許可申請手続き
の簡素化（許可が必要なものは届出化、届
出が必要なものは届出免除）

特例措置を講じる
に当たっての条件

ＤＭＥの実験設備であり研究開発目的で使
用される設備について、処理量の変更を伴
わない構造変更であること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 ＤＭＥ試験研究施設の変更工事に係る許可
申請等の手続きに関する特例事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

一般高圧ガス保安規則第１５、１７条
コンビナート等保安規則第１４条

特例を講ずべき法
令等の現行規定

高圧ガス製造施設の変更工事の内容に応じ
て、都道府県知事に許可申請又は届出を行
うこととなっている。

特例措置の内容 DMEの試験研究施設として地方公共団体が
認めたものについては、当該施設における
処理量の変更を伴わない構造変更を、高圧
ガス保安法第１４条第１項及び第４項のただ
し書の経済産業省令で定める軽微な変更工
事として取り扱い、同条第１項に基づく許可
申請については届出に、同条第４項に基づく
届出については不要とする。



【再検討要請への回答】

実施主体 ＤＭＥ試験研究施設を使用して高圧ガスを製
造する者

(その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域 新エネ導入の促進の観点から、ＤＭＥの導
入を図ることが特に必要である地域

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）
特例措置に伴い
必要となる手続き



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1108
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

地方公共団体の提案に基づく水素ステー
ション及びＤＭＥステーションに係る保安統
括者等の選任の免除

特例措置を講じる
に当たっての条件

たとえば自動遮断装置等保安統括者等を選
任しなくても高圧ガス製造設備の保安が確
保される代替措置が講じられ、実証実験によ
るデータ等につき、提案者からの提案を受
け、安全性が検証されること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 水素ガススタンド及びＤＭＥガススタンドに係
る保安統括者等の選任に関する特例事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

一般高圧ガス保安規則第６４条
コンビナート等保安規則第２３条

特例を講ずべき法
令等の現行規定

水素ガススタンド等の高圧ガス製造事業所
には、保安統括者等の選任が必要。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 ①スタンドのスペック（使用圧力、処理量
等）、②たとえば自動遮断装置の設置等、保
安統括者を選任しなくともスタンドの保安が
確保される保安確保策、③保安確保策が有
効であることを立証する実証実験によるデー
タや文献、④具体的なスタンドに係る技術上
の基準（参考：一般高圧ガス保安規則第７条
第２項、圧縮天然ガススタンドに係る技術上
の基準）、が提案者から提案され、安全性が
検証される場合、特区における高圧ガス保
安法第２７条の２第１項第１号の経済産業省
令で定める者（保安統括者の選任が不要な
者）として、水素ガススタンド及びＤＭＥガス
スタンドを定める。

→③には、ライセンサーから提供された安全
計画書や諸外国の豊富な検査実績、実証
データも認められないかとの地方公共団体
からの要望があるが、これらも含まれると解
していいか。

→提案者とは誰か、安全性の検証は誰が行
うのか、明確に記載すること。

・含まれると解して良い。

・提案者とは地方公共団体である。安全
性の検証は地方公共団体が行う。ご指
摘の内容を踏まえ、「提案者から提案さ
れ、安全性が検証される場合」を「地方
公共団体から提案され、地方公共団体
によって安全性が確保されると認められ
る場合」と改める。

実施主体 水素ガススタンド及びＤＭＥガススタンドにお
いて高圧ガスを製造する者

(その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域 新エネ導入の促進の観点から、水素スタンド
等の導入を図ることが特に必要である地域

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）

①～④の内容について総合的な安全性が検
証され、現行規定によって担保される安全性
と同等の安全性が確認されること。

→どのようにして安全性を検証するのか。検
証方法について明示されたい。

・検証は、専門家等の意見を聴取するな
どによって行う。

特例措置に伴い
必要となる手続き



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1109
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

地方公共団体の提案に基づく燃料電池自動
車及びＤＭＥ自動車に係る、車両と燃料タン
クと一体での再検査の可能化

特例措置を講じる
に当たっての条件

たとえば、目視検査により容器内面を確認し
なくとも、健全性が確保されるコーティングが
内面から施されている等の代替措置が講じ
られ、実証実験によるデータ等につき、提案
者からの提案を受け、安全性が検証される
こと。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 燃料電池自動車及びDME自動車に係る車
両と燃料タンクと一体での再検査事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

高圧ガス保安法容器保安規則第２５条、第２
６条（容器保安規則に基づき表示等の細目、
容器再検査の方法等を定める告示（以下、
容器細目告示）第２条）

特例を講ずべき法
令等の現行規定

容器再検査では、容器ごとに、内面及び外
面の目視検査や耐圧試験を行う必要があ
る。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 車載状態のまま容器再検査を受けさせよう
とする容器であることを見分けるための措置
を地方公共団体の長が講じ、かつ、①容器
のスペック（圧力、材料、容量、寿命）、②た
とえば目視検査により容器内面を確認しなく
とも、健全性が確保されるコーティングが内
面に施されている等、容器の保安が確保さ
れる保安確保策、③容器再検査の方法（参
考：容器細目告示第１７条、第１８条、圧縮天
然ガス自動車燃料装置用継目なし容器の外
観検査、漏洩試験）、が提案者から提案さ
れ、安全性が検証される場合、車載状態の
ままで容器再検査を実施する能力があると
認められた特区における指定容器検査機
関、容器検査所において、高圧ガス保安法
第４９条第１項の経済産業省令で定める方
法及び同条第２項の経済産業省令で定める
高圧ガスの種類及び圧力の大きさ別の規格
として燃料電池自動車及びＤＭＥ自動車の
燃料タンクについては、車載状態のままで容
器再検査を行うことができることにする。

→「見分けるための措置を地方公共団体の
長が講じ」については、「見分けるために地
方公共団体の長が講じる措置が特区計画に
明示され」とする方が正確ではないか。

→提案者とは誰か、安全性の検証は誰が行
うのか、明確に記載すること。
→「能力があると認められた」については、
「能力があると地方公共団体の長が指定す
る」とする方が正確ではないか。

・ご指摘のとおり修正する。

・提案者とは地方公共団体である。安全
性の検証は地方公共団体が行う。ご指
摘の内容を踏まえ、「提案者から提案さ
れ、安全性が検証される場合」を「地方
公共団体から提案され、地方公共団体
によって安全性が確保されると認められ
る場合」と改める。
・ご指摘のとおり修正する。

実施主体 都道府県知事、高圧ガス保安協会、指定容
器検査機関、容器検査所

(その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域 新エネ導入の促進の観点から、燃料電池自
動車等の導入を図ることが特に配慮が必要
である地域

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）

①～③の内容について総合的な安全性が検
証され、現行規定によって担保される安全性
と同等の安全性が確認されること。

→どのようにして安全性を検証するのか。検
証方法について明示されたい。

・検証は、専門家等の意見を聴取するな
どによって行う。

特例措置に伴い
必要となる手続き



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1110
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

地方公共団体の提案に基づく定置式製造設
備（燃料電池自動車のための水素ステー
ション、ＤＭＥステーション）の保安距離規制
の緩和

特例措置を講じる
に当たっての条件

たとえば自動遮断装置、爆風圧を遮る障壁
等災害による周囲への被害を小さくするため
の代替措置が講じられ、実証実験による
データ等につき、提案者からの提案を受け、
安全性が検証されること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 水素ガススタンド及びＤＭＥガススタンドにお
ける保安距離に関する特例事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

一般高圧ガス保安規則第６条第１項第２号
コンビナート等保安規則第５条第１項第２、３
号

特例を講ずべき法
令等の現行規定

定置式製造設備における高圧ガス災害の周
囲物件への被害を小さくするため、定置式製
造設備から周囲の物件（学校、病院、民家
等）までの距離が定められている。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 ①スタンドのスペック（使用圧力、処理量
等）、②たとえば自動遮断装置、爆風圧を遮
る障壁の設置等、保安距離を変更しても災
害の周囲物件への被害を小さくする保安確
保策、③保安確保策が有効であることを立
証する実証実験によるデータや文献、④具
体的なスタンドに係る技術上の基準（参考：
一般高圧ガス保安規則第７条第２項、圧縮
天然ガススタンドに係る技術上の基準）、が
提案者から提案され、安全性が検証される
場合、特区における高圧ガス保安法第８条
第１号の経済産業省令で定める技術基準と
して、水素ガススタンド及びＤＭＥガススタン
ドにおける保安距離は、安全性が検証され
た距離とする。

→③には、ライセンサーから提供された安全
計画書や諸外国の豊富な検査実績、実証
データも認められないかとの地方公共団体
からの要望があるが、これらも含まれると解
していいか。

→提案者とは誰か、安全性の検証は誰が行
うのか、明確に記載すること。

・含まれると解して良い。

・提案者とは地方公共団体である。安全
性の検証は地方公共団体が行う。ご指
摘の内容を踏まえ、「提案者から提案さ
れ、安全性が検証される場合」を「地方
公共団体から提案され、地方公共団体
によって安全性が確保されると認められ
る場合」と改める。

実施主体 水素ガススタンド及びＤＭＥガススタンドにお
いて高圧ガスを製造する者

(その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域 新エネ導入の促進の観点から、水素スタンド
等の導入を図ることが特に必要である地域

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）

①～④の内容について総合的な安全性が検
証され、現行規定によって担保される安全性
と同等の安全性が確認されること。

→どのようにして安全性を検証するのか。検
証方法について明示されたい。

・検証は、専門家等の意見を聴取するな
どによって行う。

特例措置に伴い
必要となる手続き



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1111
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

地方公共団体の提案に基づくＤＭＥの実験
設備における防爆構造が困難な計測機器の
容認

特例措置を講じる
に当たっての条件

たとえば換気、ガス漏えい検知設備の完備
等防爆性能を有する構造でなくとも良い代替
措置が講じられ、実証実験によるデータ等に
つき、提案者からの提案を受け、安全性が
検証されること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 ＤＭＥ試験研究施設における防爆構造が困
難な計測機器の設置に関する特例事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

一般高圧ガス保安規則第６条第１項第２６号
コンビナート等保安規則第５条第１項第４８
号

特例を講ずべき法
令等の現行規定

可燃性ガスの高圧ガス設備に係る電気設備
は、その設置場所及び当該ガスの種類に応
じた防爆性能を有する構造でなければなら
ない。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 ①ＤＭＥ試験研究施設のスペック（使用圧
力、処理量等）、②たとえば換気、ガス漏え
い検知設備の完備等、防爆構造が困難な計
測機器を設置しても保安が確保される保安
確保策、③保安確保策が有効であることを
立証する実証実験によるデータや文献、が
提案者から提案され、安全性が検証される
場合、特区における高圧ガス保安法第８条
第１号の経済産業省令で定める技術基準と
して、一般高圧ガス保安規則第６条第１項第
２６号、コンビナート等保安規則第５条第１項
第４８号にかかわらず、ＤＭＥの試験研究施
設として地方公共団体が認めた施設におい
ては、防爆構造が困難な計測機器を設置す
ることができることにする。

→③には、ライセンサーから提供された安全
計画書や諸外国の豊富な検査実績、実証
データも認められないかとの地方公共団体
からの要望があるが、これらも含まれると解
していいか。

→提案者とは誰か、安全性の検証は誰が行
うのか、明確に記載すること。

・含まれると解して良い。

・提案者とは地方公共団体である。安全
性の検証は地方公共団体が行う。ご指
摘の内容を踏まえ、「提案者から提案さ
れ、安全性が検証される場合」を「地方
公共団体から提案され、地方公共団体
によって安全性が確保されると認められ
る場合」と改める。

実施主体 ＤＭＥ試験研究施設において高圧ガスを製
造する者

(その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域 新エネ導入の促進の観点から、ＤＭＥの導
入を図ることが特に必要である地域

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）

①～③の内容について総合的な安全性が検
証され、現行規定によって担保される安全性
と同等の安全性が確認されること。

→どのようにして安全性を検証するのか。検
証方法について明示されたい。

・検証は、専門家等の意見を聴取するな
どによって行う。

特例措置に伴い
必要となる手続き



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1112
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

地方公共団体の提案に基づく液化水素ガス
の輸送容器の充填率の上限の緩和

特例措置を講じる
に当たっての条件

充填率を上げても容器の安全性が確保され
ることを証明するデータ等につき提案者から
提供を受け、安全性が検証されること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 液化水素ガスの輸送容器の充填事業 (その他の内容の整理をまって調整)
措置区分 省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

容器保安規則第２２条

特例を講ずべき法
令等の現行規定

液化ガスの充填率が定められている。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 充填率を変更できる輸送容器であることを見
分けるための措置を地方公共団体の長が講
じ、かつ、①容器のスペック（圧力、材料
等）、②充填率（参考：容器保安規則第２２
条、液化ガスの質量の計算の方法）、③充填
率を上げても当該容器の安全性が確保され
る保安確保策、④保安確保策が有効である
ことを立証する実証実験によるデータや文
献、が提案者から提案され、安全性が検証さ
れる場合、特区における高圧ガス保安法第
４８条第４項各号の経済産業省令で定める
方法として、容器保安規則第２２条にかかわ
らず、充填する能力があるとして地方公共団
体の長に指定された充填所においては、安
全性が検証された充填率の上限を認める。

→「見分けるための措置を地方公共団体の
長が講じ」については、「見分けるために地
方公共団体の長が講じる措置が特区計画に
明示され」とする方が正確ではないか。
→④には、ライセンサーから提供された安全
計画書や諸外国の豊富な検査実績、実証
データも認められないかとの地方公共団体
からの要望があるが、これらも含まれると解
していいか。
→提案者とは誰か、安全性の検証は誰が行
うのか、明確に記載すること。

・ご指摘のとおり修正する。

・含まれると解して良い。

・提案者とは地方公共団体である。安全
性の検証は地方公共団体が行う。ご指
摘の内容を踏まえ、「提案者から提案さ
れ、安全性が検証される場合」を「地方
公共団体から提案され、地方公共団体
によって安全性が確保されると認められ
る場合」と改める。

実施主体 液化水素ガスを充てんする者 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 新エネ導入の促進の観点から、水素スタンド

の導入を図ることが特に必要である地域

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）

①～④の内容について総合的な安全性が検
証され、現行規定によって担保される安全性
と同等の安全性が確認されること。

→どのようにして安全性を検証するのか。検
証方法について明示されたい。

・検証は、専門家等の意見を聴取するな
どによって行う。

特例措置に伴い
必要となる手続き



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1113
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

地方公共団体の提案に基づくＤＭＥの貯蔵
設備を埋設した場合の保安距離規制の緩和

特例措置を講じる
に当たっての条件

貯槽を埋設することにより、爆発等の周囲へ
の影響がどの程度緩和されるのか等に関す
るデータ等につき、提案者からの提案を受
け、安全性が検証されること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 ＤＭＥ貯蔵設備を埋設した場合の保安距離
に関する特例事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

一般高圧ガス保安規則第２１、２６条（一般
高圧ガス保安規則第６条第１項第２号）

特例を講ずべき法
令等の現行規定

貯槽により貯蔵する場合、その量に応じて周
囲物件（学校、病院、民家等）までの距離が
定められている。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 ①貯蔵設備のスペック（使用圧力、貯蔵量
等）、②たとえば自動遮断装置、爆風圧を遮
る障壁の設置等、保安距離を変更しても災
害の周囲物件への被害を小さくする保安確
保策、③保安確保策が有効であることを立
証する実証実験によるデータや文献、④具
体的な貯蔵設備に係る技術上の基準（参
考：液化石油ガス保安規則第６条第１項第３
号、貯蔵設備に係る保安距離）、が提案者か
ら提案され、安全性が検証される場合、特区
における高圧ガス保安法第１６条第２項又は
第１８条第２項の経済産業省令で定める技
術基準として、ＤＭＥ貯蔵設備における保安
距離は、安全性が検証された距離とする。

→③には、ライセンサーから提供された安全
計画書や諸外国の豊富な検査実績、実証
データも認められないかとの地方公共団体
からの要望があるが、これらも含まれると解
していいか。

→提案者とは誰か、安全性の検証は誰が行
うのか、明確に記載すること。

・含まれると解して良い。

・提案者とは地方公共団体である。安全
性の検証は地方公共団体が行う。ご指
摘の内容を踏まえ、「提案者から提案さ
れ、安全性が検証される場合」を「地方
公共団体から提案され、地方公共団体
によって安全性が確保されると認められ
る場合」と改める。

実施主体 ＤＭＥを貯蔵する者 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 新エネ導入の促進の観点から、ＤＭＥの導

入を図ることが特に必要である地域

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）

①～④の内容について総合的な安全性が検
証され、現行規定によって担保される安全性
と同等の安全性が確認されること。

→どのようにして安全性を検証するのか。検
証方法について明示されたい。

・検証は、専門家等の意見を聴取するな
どによって行う。

特例措置に伴い
必要となる手続き



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1114
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

地方公共団体の提案に基づく水素ステー
ション及びＤＭＥステーションの整備に係る
保安検査周期の延長

特例措置を講じる
に当たっての条件

保安検査周期の延長が可能であると判断で
きる、設備毎の機能維持状況に関するデー
タ等につき、提案者からの提案を受け、安全
性が検証されること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 水素ガススタンド及びＤＭＥスタンドにおける
保安検査期間に関する特例事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 告示
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

一般高圧ガス保安規則第７９条第２項
コンビナート等保安規則第３４条第２項
製造施設の位置、構造及び設備並びに製造
の方法等に関する技術基準の細目を定める
告示（以下、製造細目告示）第１４条

特例を講ずべき法
令等の現行規定

原則年１回、保安検査を受けなければならな
いが、特定の設備は保安検査期間が延長さ
れている。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 ①設備のスペック（使用圧力、処理量等）、
②たとえば保安検査期間の延長が可能であ
ると判断できる当該設備の機能維持状況に
関する実証実験によるデータや文献、③具
体的な保安検査期間に係る技術上の基準
（参考：製造細目告示第１４条、保安検査の
期間）、が提案者から提案され、安全性が検
証される場合、一般高圧ガス保安規則第７９
条第２項、コンビナート等保安規則第３４条
第２項の告示により、特区における水素ガス
スタンド及びＤＭＥガススタンドにおける保安
検査期間については、安全性が検証された
検査期間とすることができることとする。

→②には、ライセンサーから提供された安全
計画書や諸外国の豊富な検査実績、実証
データも認められないかとの地方公共団体
からの要望があるが、これらも含まれると解
していいか。

→提案者とは誰か、安全性の検証は誰が行
うのか、明確に記載すること。

・含まれると解して良い。

・提案者とは地方公共団体である。安全
性の検証は地方公共団体が行う。ご指
摘の内容を踏まえ、「提案者から提案さ
れ、安全性が検証される場合」を「地方
公共団体から提案され、地方公共団体
によって安全性が確保されると認められ
る場合」と改める。

実施主体 水素ガススタンド及びＤＭＥスタンドにおいて
高圧ガスを製造する者

(その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域 新エネ導入の促進の観点から、水素スタンド
等の導入を図ることが特に必要である地域

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）

①～③の内容について総合的な安全性が検
証され、現行規定によって担保される安全性
と同等の安全性が確認されること。

→どのようにして安全性を検証するのか。検
証方法について明示されたい。

・検証は、専門家等の意見を聴取するな
どによって行う。

特例措置に伴い
必要となる手続き



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1115
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

地方公共団体の提案に基づく高圧ガスに係
る認定検査実施者による製造施設の自主検
査対象の拡大

特例措置を講じる
に当たっての条件

処理能力の増加に伴う危険度評価、事業者
の管理能力を客観的に示すもの等につき、
提案者からの提案を受け、安全性が検証さ
れること

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 高圧ガスに係る認定検査実施者による製造
施設の自主検査事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令　通達
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

認定完成検査実施者及び認定保安検査実
施者の認定について（平成１１・９・２２立局
第１号）

特例を講ずべき法
令等の現行規定

認定完成・保安検査実施者が行うことのでき
る自主検査の対象は、製造施設の処理能力
が２０％以上の増加を伴う工事以外の工事
としている。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 ①処理能力が２０％以上の増加を伴う工事
について自主検査を実施しても保安が確保
されることを評価する要領（たとえば、施設の
危険度評価や事業者の管理能力を客観的
に評価するシステム）、②具体的な処理能力
の増加率の上限、が提案者から提案され、
安全性が検証される場合、高圧ガス保安法
第３９条の２に基づく経済産業省令により、
特区においてその処理能力の増加率の限度
内のとき、高圧ガス保安法第３９条の２に基
づく特定変更工事として認定検査実施者が
自ら検査を行うことができることとする。

→提案者とは誰か、安全性の検証は誰が行
うのか、明確に記載すること。

・提案者とは地方公共団体である。安全
性の検証は地方公共団体が行う。ご指
摘の内容を踏まえ、「提案者から提案さ
れ、安全性が検証される場合」を「地方
公共団体から提案され、地方公共団体
によって安全性が確保されると認められ
る場合」と改める。

実施主体 認定検査実施者 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 コンビナート事業等の円滑化の観点から、自

主検査対象の拡大を図ることが特に必要で
ある地域

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）

①、②の内容について総合的な安全性が検
証され、現行規定によって担保される安全性
と同等の安全性が確認されること。

→どのようにして安全性を検証するのか。検
証方法について明示されたい。

・検証は、専門家等の意見を聴取するな
どによって行う。

特例措置に伴い
必要となる手続き



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1116
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

地方公共団体の提案に基づく高圧ガス保安
法上の可燃性ガスの製造施設の保安距離
規制の緩和

特例措置を講じる
に当たっての条件

たとえば自動遮断装置、爆風圧を遮る障壁
等災害による周囲への被害を小さくするため
の代替措置が講じられ、実証実験による
データ等につき提案者からの提案を受け、
安全性が検証されること

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 高圧ガス保安法上の可燃性ガスの製造施設
の保安距離に関する特例事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

コンビナート等保安規則第５条第１項第２
号、一般高圧ガス保安規則第６条第１項第２
号、液化石油ガス保安規則第６条第１項第２
号

特例を講ずべき法
令等の現行規定

可燃性ガスの製造施設は、高圧ガス災害の
周辺物件への被害を小さくするため、製造設
備から周囲の物件（学校、病院、民家等）ま
での距離が定められている。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 ①製造施設のスペック（ガス種、使用圧力
等）、②たとえば自動遮断装置、爆風圧を遮
る障壁の設置等、保安距離を変更しても災
害の周囲物件への被害を小さくする保安確
保策、③保安確保策が有効であることを立
証する実証実験によるデータや文献、④具
体的な製造施設に係る技術上の基準（参
考：一般高圧ガス保安規則第７条第２項、圧
縮天然ガススタンドに係る技術上の基準）、
が提案者から提案され、安全性が検証され
る場合、特区における高圧ガス保安法第８
条第１号の経済産業省令で定める技術基準
として、コンビナート等保安規則第５条第１項
第２号、一般高圧ガス保安規則第６条第１項
第２号、液化石油ガス保安規則第６条第１項
第２号にかかわらず、可燃性ガスの製造施
設における保安距離は、安全性が検証され
た距離とする。

→③には、ライセンサーから提供された安全
計画書や諸外国の豊富な検査実績、実証
データも認められないかとの地方公共団体
からの要望があるが、これらも含まれると解
していいか。

→提案者とは誰か、安全性の検証は誰が行
うのか、明確に記載すること。

・含まれると解して良い。

・提案者とは地方公共団体である。安全
性の検証は地方公共団体が行う。ご指
摘の内容を踏まえ、「提案者から提案さ
れ、安全性が検証される場合」を「地方
公共団体から提案され、地方公共団体
によって安全性が確保されると認められ
る場合」と改める。

実施主体 可燃性ガスの製造施設において高圧ガスを
製造する者

(その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域 コンビナート事業等の円滑化の観点から、可
燃性ガスの製造施設の保安距離を変更する
ことが特に必要である地域

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）

①～④の内容について総合的な安全性が検
証され、現行規定によって担保される安全性
と同等の安全性が確認されること。

→どのようにして安全性を検証するのか。検
証方法について明示されたい。

・検証は、専門家等の意見を聴取するな
どによって行う。

特例措置に伴い
必要となる手続き



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1117
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

地方公共団体の提案に基づく含有酸素可燃
性ガスの圧縮禁止条項の緩和

特例措置を講じる
に当たっての条件

可燃性ガス中の酸素の容量の比率を上げて
も、安全性が確保されることを証明するデー
タ等につき、提案者から提案を受け、安全性
が検証されること

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 含有酸素可燃性ガスの圧縮に関する特例事
業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

コンビナート等保安規則第５条第２項第１号
ハ、一般高圧ガス保安規則第６条第２項第１
号ハ

特例を講ずべき法
令等の現行規定

可燃性ガス中の酸素の容量が全容量の４％
以上のものは圧縮してはならない



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 ①製造施設のスペック（ガス種、使用圧力
等）、②具体的な酸素濃度、圧縮方法、保安
確保策、③保安確保策が有効であることを
立証する実証実験によるデータや文献、が
提案者から提案され、安全性が検証される
場合、特区における高圧ガス保安法第８条
第１号に基づく経済産業省令で定める技術
基準として、コンビナート等保安規則第５条
第２項第１号ハ、一般高圧ガス保安規則第６
条第２項第１号ハにかかわらず、安全性が
検証された酸素濃度の圧縮をすることができ
ることとする。

→③には、ライセンサーから提供された安全
計画書や諸外国の豊富な検査実績、実証
データも認められないかとの地方公共団体
からの要望があるが、これらも含まれると解
していいか。
→提案者とは誰か、安全性の検証は誰が行
うのか、明確に記載すること。

・含まれると解して良い。

・提案者とは地方公共団体である。安全
性の検証は地方公共団体が行う。ご指
摘の内容を踏まえ、「提案者から提案さ
れ、安全性が検証される場合」を「地方
公共団体から提案され、地方公共団体
によって安全性が確保されると認められ
る場合」と改める。

実施主体 高圧ガスを製造する者 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 コンビナート事業等の円滑化の観点から、可

燃性ガス中の酸素の容量が全容量の４％以
上のものを圧縮することが特に必要である
地域

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）

①～③の内容について総合的な安全性が検
証され、現行規定によって担保される安全性
と同等の安全性が確認されること。

→どのようにして安全性を検証するのか。検
証方法について明示されたい。

・検証は、専門家等の意見を聴取するな
どによって行う。

特例措置に伴い
必要となる手続き



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1118
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

地方公共団体の提案に基づく他の防液堤配
管の通過制限の撤廃

特例措置を講じる
に当たっての条件

たとえば配管からの高圧ガスの漏えいを防
ぐための２重配管構造等防液堤の内外に設
備を設置しても安全性が確保される代替措
置が講じられ、実証実験によるデータ等につ
き、提案者からの提案を受け、安全性が検
証されること

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 防液堤と配管との距離規制に関する特例事
業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

一般高圧ガス保安規則第６条第１項第８号
コンビナート等保安規則第５条第１項第３６
号

特例を講ずべき法
令等の現行規定

防波堤の内外には特定の設備以外は設置
してはならない。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 ①貯蔵設備と配管のスペック（ガス種、使用
圧力等）、②具体的な配管の設置の仕方、
具体的な防液堤と配管との距離（参考：製造
施設の位置、構造及び設備並びに製造の方
法等に関する技術基準の細目を定める告示
第２条、防液堤の周辺における設備等の設
置制限）、保安確保策、③保安確保策が有
効であることを立証する実証実験によるデー
タや文献、が提案者から提案され、安全性が
検証される場合、特区における高圧ガス保
安法第８条第１号に基づく経済産業省令に
定める技術基準として、一般高圧ガス保安
規則第６条第１項第８号、コンビナート保安
規則第５条第１項第３６号の規定にかかわら
ず、安全性が検証された配管の設置をする
ことができることとする。

→③には、ライセンサーから提供された安全
計画書や諸外国の豊富な検査実績、実証
データも認められないかとの地方公共団体
からの要望があるが、これらも含まれると解
していいか。

→提案者とは誰か、安全性の検証は誰が行
うのか、明確に記載すること。

・含まれると解して良い。

・提案者とは地方公共団体である。安全
性の検証は地方公共団体が行う。ご指
摘の内容を踏まえ、「提案者から提案さ
れ、安全性が検証される場合」を「地方
公共団体から提案され、地方公共団体
によって安全性が確保されると認められ
る場合」と改める。

実施主体 高圧ガスを製造する者 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 コンビナート事業等の円滑化の観点から、防

液堤の内外に配管を設置することが特に必
要である地域

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）

①～③の内容について総合的な安全性が検
証され、現行規定によって担保される安全性
と同等の安全性が確認されること。

→どのようにして安全性を検証するのか。検
証方法について明示されたい。

・検証は、専門家等の意見を聴取するな
どによって行う。

特例措置に伴い
必要となる手続き



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1119
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

地方公共団体の提案に基づく高圧ガス設備
の開放周期の自主基準化

特例措置を講じる
に当たっての条件

開放検査周期の延長が可能であると判断で
きる、設備毎の機能維持状況に関するデー
タ等につき、提案者からの提案を受け、安全
性が検証されること。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 高圧ガス設備の開放検査期間に関する自主
基準化事業

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 告示
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

製造施設の位置、構造及び設備並びに製造
の方法等に関する技術基準の細目を定める
告示第１６条

特例を講ずべき法
令等の現行規定

保安検査においては、耐圧試験又は開放検
査を行わなければならない。開放検査はそ
の期間が定められている。



【再検討要請への回答】

特例措置の内容 ①高圧ガス設備のスペック（ガス種、材料
等）、②具体的な開放検査期間（参考：製造
施設の位置、構造及び設備並びに製造の方
法等に関する技術基準の細目を定める告示
第１６条、高圧ガス設備の開放検査期間）、
③たとえば開放検査期間の延長が可能であ
ると判断できる、機能維持状況に関する実証
実験によるデータや文献、が提案者から提
案され、安全性が検証される場合、特区にお
いては当該検査期間とすることができること
とする。

→③には、ライセンサーから提供された安全
計画書や諸外国の豊富な検査実績、実証
データも認められないかとの地方公共団体
からの要望があるが、これらも含まれると解
していいか。

→提案者とは誰か、安全性の検証は誰が行
うのか、明確に記載すること。

・含まれると解して良い。

・提案者とは地方公共団体である。安全
性の検証は地方公共団体が行う。ご指
摘の内容を踏まえ、「提案者から提案さ
れ、安全性が検証される場合」を「地方
公共団体から提案され、地方公共団体
によって安全性が確保されると認められ
る場合」と改める。

実施主体 高圧ガスを製造する者 (その他の内容の整理をまって調整)
想定対象地域 コンビナート事業等の円滑化の観点から、高

圧ガス設備の開放検査期間を延長すること
が特に必要である地域

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）

①～③の内容について総合的な安全性が検
証され、現行規定によって担保される安全性
と同等の安全性が確認されること。

→どのようにして安全性を検証するのか。検
証方法について明示されたい。

・検証は、専門家等の意見を聴取するな
どによって行う。

特例措置に伴い
必要となる手続き



【再検討要請への回答】

１．プログラム別表１の該当部分
番号 1120
構造改革特区に
おいて実施可能な
特例措置

工場棟の建て替えやコンビナート地区の再
開発等における石油コンビナート等災害防
止法上のレイアウト規制等の見直し

特例措置を講じる
に当たっての条件

代替措置について個々の事業所のレイアウ
ト状況等を踏まえ総合的な安全性が検証さ
れ、現行の施設地区の基準によって担保さ
れる安全性と同等の安全性が確認されるこ
と。

２．基本方針中「政府が講ずべき措置についての計画」に記載する内容
所管省庁の案（平成14年12月17日現在） 構造改革特区推進室からの再検討要請事項所管省庁による回答

特定事業の名称 石油コンビナート等特別防災区域内事業所
の再生推進のための安全確保事業（仮称）

(その他の内容の整理をまって調整)

措置区分 省令
特例を講ずべき法
令等の名称及び
条項

石油コンビナート等特別防災区域における
新設事業所等の施設地区の配置等に関す
る省令（以下、「レイアウト省令」という。）第１
０条、第１１条、第１２条



【再検討要請への回答】

特例を講ずべき法
令等の現行規定

・第１０条（施設地区の配置の基準）では、製
造施設地区は、その面積が千平方メートル
を超え七千平方メートル以下である場合に
あってはその外周から内側３メートル以内の
部分に施設又は設備を設置しないこと等
・第１１条（特定通路の幅員）では、施設地区
の区分及び面積に応じて６、８、10、12メート
ルの特定通路を配置すること等
・第１２条（通路の配置及び形状の基準）で
は、特定通路の上空を横断する連絡導管等
は、特定通路の地盤面から４メートル以上の
間隔を有すること等

特例措置の内容 代替措置を講ずることによってレイアウト省
令第１０条（施設地区の配置の基準）、第１１
条（特定通路の幅員）及び第１２条（通路の
配置及び形状の基準）の各号で定める基準
と同等の安全性が担保されているものとし
て、構造改革特別区域計画が認定された場
合には、当該各条の規定を適用しないことと
する。

実施主体 レイアウト規制の対象となる第１種事業者 (その他の内容の整理をまって調整)

想定対象地域



【再検討要請への回答】

同意の要件（特例
措置に伴う弊害を
防止するための措
置）

①代替措置について、個々の事業所のレイ
アウト状況等を踏まえ総合的な安全性が検
証され、レイアウト省令第１０条から第１２条
の規定によって担保される安全性と同等の
安全性が確認されること。
②代替措置による総合的な安全性を確認す
るために必要な実験データや文献等を提出
すること。

→総合的な安全性を実験データや文献等に
より検証することとされていることから、以下
のように修文すべきである。
「代替措置について、提出された実験データ
や文献等によって、個々の事務所のレイア
ウト状況等を踏まえた総合的な安全性が検
証され、レイアウト省令第１０条から第１２条
の規定によって担保される安全性と同等の
安全性が確認されること」
→どのようにして安全性を検証するのか。検
証方法について明示されたい。

・「代替措置について、提出された実験
データや文献等によって、個々の事業所
のレイアウト状況等を踏まえた総合的な
安全性が検証され、レイアウト省令第１０
条から１２条の規定によって担保される
安全性と同等の安全性が確認されるこ
と。」と改める。
・また、検証は、専門家等で構成する委
員会を設置して行う。

特例措置に伴い
必要となる手続き


